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研究成果の概要（和文）：本研究は、埼玉県が実施した生活保護受給者に対する就労支援プログラムと教育支援
プログラムのデータ分析に基づく定量的な政策評価分析を行うことで、就労困難者や貧困世帯の子どもに対する
支援のあり方について考察することを目的とする。主な研究成果として、就労支援の研究については、アスポー
トの事業所データから、就労困難者の属性や支援内容がどのように就職率に影響したのかを明らかにした。そし
て、教育支援については、支援対象者の高校進学率は上昇しており、さらに高校中退防止のプログラムの導入に
より政策的効果が望まれることなどをまとめた。

研究成果の概要（英文）：This study aimed to investigate ways of ameliorating employment difficulties
 and poverty, and using data from Saitama Prefecture’s Comprehensive Support Program for Welfare 
Recipients (the Asuport Project), evaluate the effects of employment assistance programs and 
educational assistance programs on poor people. The main results are summarized as follows. First, 
we demonstrate how the attributes of welfare recipients and the type of support program affect 
employment rates. Second, we show that the high school matriculation rates for students who 
participated in educational assistance programs are higher. Third, we advocate for the promotion of 
these types of educational programs and programs that reduce high school dropout rates.
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１．研究開始当初の背景 
 

2000 年代以降、生活保護受給者の増加傾向
が続いており、それを受けてセーフティネッ
トの改革が実施されている。2005 年に生活保
護自立支援プログラムが導入され、各自治体
では生活保護受給者の自立を支える取り組み
がなされてきた。 
さらには 2015 年度からは生活困窮者自立

支援制度が始まり、任意事業ではあるが、各
自治体において生活困窮者を対象とした就労
支援（就労準備支援事業等）や教育支援（子ど
もの学習支援事業）が実施されるようになっ
た。 
以上のように近年、セーフティネットの領

域において、様々な自立支援策が導入されつ
つある。しかし、生活保護自立支援プログラ
ム、生活困窮者自立支援制度ともに、各自治
体は、どのような事業を実施するか任意で決
められる。そのため、事業実施に消極的な自
治体も一部あるといわれている。 
そこで、生活保護自立支援プログラムや生

活困窮者自立支援制度の効果についてデータ
分析を行い、その政策的意義を明らかにする
ことが必要と考え、本研究を着想した。 
 
 
２．研究の目的 
 
本研究では、生活困窮者自立支援事業のモ

デルのひとつである埼玉県の「生活保護受給
者チャレンジ支援事業」（以下、アスポート事
業）のデータを用いた分析を行った。アスポ
ート事業では、生活保護受給者に対する就労
支援プログラムと教育支援プログラムが実施
されており、同事業のデータに基づく定量的
な政策評価分析を行うことで、就労困難者や
貧困世帯の子どもに対する支援のあり方につ
いて考察することができる。 
また研究期間中に、生活困窮者自立支援法

が導入されたこともあり、同事業の初年度の
実施動向についても検討した。さらには、就
労支援、住宅支援、教育支援の分野ごとに政
策展開についてもまとめ、生活困窮者自立支
援法にいたる経緯についてまとめている。 
以上の分析から、生活保護世帯・生活困窮

世帯の自立支援の政策的意義について検証を
行うことを目的とした。 
 
 
３．研究の方法 
 
 本研究では制度研究とデータ分析を行って
いる。制度研究では、2000 年代以降に実施さ
れた生活保護制度や第 2 のセーフティネット、
生活困窮者自立支援制度に関する実績や課題
について文献調査を行った。データ分析につ
いては、第 1 に、アスポート事業データを用
いて、就労支援や教育支援の利用者の属性や
政策効果について検証を行った。第 2に、 

2015 年 4 月から 12 月に実施した生活困窮者
自立促進支援モデル事業を実施した 119 自治
体の集計データを用いて、生活困窮者自立支
援法の支援状況（相談経路、相談受付、スクリ
ーニング、支援決定、プラン評価の結果）を検
討した。 
 
４．研究成果 
本研究では、就労困難者や生活困窮者を対

象とした政策動向の分析とアスポート事業の
データを用いた分析を行った。 
まず、就労支援の研究においては、生活保

護制度の就労支援、失業者を対象にした求職
者支援制度、および生活困窮者支援制度の就
労支援の近年の動向について検討を行った。
その研究を通じて、現状では求職者支援制度
は就職率が問われるため訓練を実施する事業
者にとっては簡単には就職に結びつくことが
難しい就労困難者を排除しがちになる一方、
明確に就労困難者を対象とした生活困窮者自
立支援制度では就労困難者の生活に必要な現
金給付が存在しないため、就労支援を受ける
には家族による扶養など生活の基盤がある者
に限られることになる点を指摘した(田中・四
方、他、2019)。 
そして、アスポートの事業所データからは、

就労困難者の属性や支援内容がどのように就
職率に影響したのかを明らかにした。主な就
労支援の特徴は、保護の廃止を伴う就職率は、
支援を開始してすぐに最も割合が高くなり、
その後低下していく一方、保護の廃止を伴わ
ない就労開始は支援後 1 年以上たって最も割
合が高まっていることである。そこから、就
労困難者に対する長期的な支援の結果として
就職率が上昇することを指摘した(田中・四方、
他、2019)。 
教育支援の研究においては、まず生活保護

世帯の子どもたちの生活のリズムが不規則で
あり、日常的な学習習慣が定着していない現
状を確認した。そのうえで学習上のサポート
だけでなく、家庭内の環境を整えることにも
力を入れるべきと述べ、2014 年に示された子
どもの貧困対策に関する大綱では教育部門と
福祉部門の連携が重要であることを強調した
（田中 2014）。 
また、教育支援が効果をあげるためには 

教育支援が届きにくい生活困窮世帯への教育
支援員のアウトリーチが必要であり、加えて
高校中退を防止することが望ましいと述べ、
埼玉のアスポート事業がそれらの特徴を有し
ていることをまとめた（田中 2017b）。また教
育支援の実施体制上、学習支援ボランティア
の確保が重要であるが、地域社会の課題解決
にむけた自治体と大学の連携の意義について
も、事例研究から検討を行った（田中・藤枝
2015）。 
さらに子どもの貧困問題については、『平成

26 年全国消費実態調査』において子どもの貧
困率が低下した要因を検討した（田中2017a）。
2009年を基準とした消費者指数で実質化する



と、2009 年から 2014 年にかけて世帯主の勤
労収入は減少しているが（世帯主の配偶者の
勤労収入は増加）、その一方で児童手当を含む
非経常収入は増加していることから、（子ども
手当導入の経た）児童手当の給付改善が貧困
率の低下に影響しているのではないかと議論
した。 
 加えて、生活困窮者自立支援法の実施初年
度の支援状況と課題を検討した（田中2017c）。
相談経路は本人から連絡や関係機関の紹介が
多く、期待されたアウトリーチは少ないこと、
支援事業は自立相談支援事業における就労支
援が多く、家計相談事業や就労準備事業など
は伸び悩んでいること、支援の成果としては
就労開始（一般就労）34.4％もあり、生活困窮
者であっても就労支援の分野で成果をあげて
いることを示した。 
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